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第１章 研究１児童の不安症への予防的支援における有効性の課題と検討 

 

1.1 問題と目的 

子どもの不安症は，決して特異的なものではなく 子どもの不安症に関して支援を提供

することは，将来の不安症の予防的側面を併せ持つ可能性があり，具体的かつ実証的な支

援方略の確立が急務である。 

そこで、第１章では、文献のレビューを行い、不安症の予防的支援の現状を明らかにす

ることを目的とする。 

 

1.2 方法 

日本国内で公刊された文献に関して Google Scholar を用いて「児童」「不安」「介入」、

「児童」「不安」「認知行動療法」で検索を行った。そのなかからタイトルおよび要旨から

スクリーニングを行った。 

 

1.3 結果 

論文検索の結果、８本の論文が抽出された。 

 

1.4 考察 

介入以前から不安が高い傾向にある児童が抽出されており、予防的な観点からの取り組

みはわずかなものであった。 

予防に対する取り組みを行う際には認知の誤り、回避行動に直接的に働きかける介入要

素を取り入れることで効果が期待できると考えられる。 

 

1.5 結論 

 国内において児童の不安低減に対する取り組みはすでに不安症と診断されている児童や

不安が高いことが推測される児童に対するものが多くを占めており、予防的な観点に基づ

く支援は未だ不十分であることが課題としてあげられる。 

 

1.6 今後の展望 

現時点において，不安が高い児童に対する治療的なプログラムは存在するものの，不安

予防を目的としたプログラムは多くはない。そのことから，今後は学級集団に対する不安

予防を目的としたプログラムの開発が望まれる。 

 

第２章 研究２小学校における不安に関する認知行動療法を用いた介入の展望  

問 

2.1 問題と目的 

第１章において予防的な観点からの児童の不安に対する取り組みは不十分であること

が明らかとなった。さらには，小学校の学級集団に対する介入の利点をふまえると，学級

集団に対する介入として不安予防プログラムの開発が必要なのではないかと考えられる。 

そのことから，第２章では不安予防プログラム開発の前段階として小学校の学級集団を  
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対象として行われている不安を扱った介入プログラムの現状について文献レビューを通じ

て明らかにすることを目的とする。 

 

2.2 方法 

日本国内で公刊された文献を対象に、Google Scholar を用いて「小学校」「不安」「認知

行動療法」「介入」をキーワードとして検索を行った。 

 

2.3 結果 

 論文検索の結果、６本の論文が抽出された。 

 

2.4 考察 

課題として、上村・石川（2009）などで指摘されているように、学校の時間的制約が挙

げられる。さらに介入効果の維持および般化といった課題が挙げられる。介入の直後は効

果がみられていたが、フォローアップまで効果が持続していないことが明らかとなった（山

下・窪田, 2017）。 

 

第３章 児童の不安に影響を及ぼす心理的変数の検討  

 

3.1 問題と目的 

児童期の不安に対して不安に影響を与える心理的要因として「認知の偏り」「回避行動」

が多くあげられており，それらに焦点を定め，改善をうながす試みが行われている。しか

しながら，児童の不安に影響を及ぼす心理的変数についての検討は国内において数多く行

われているわけではない。 

そこで本研究では，児童の不安に影響を与える心理的変数の検討を行い，不安に影響を及

ぼす変数を検討することとした。 

 

3.2 方法 

 2-1 研究協力者と調査方法 

  X 県の小学校に通う５年生３クラス 89 名，６年生 3 クラス 91 名を対象として，Y 年

８月に学級ごとに質問紙調査を実施した。 

 

 2-2 実施尺度 

① 不安症状：本研究の対象となる小学生の不安症状を測定することを目的として，子ど

も版特性不安尺度日本版 STAIC（曽我，1983） 

②認知の偏り：認知の偏りを測る尺度として児童用認知の誤り尺度  （Children’s 

Cognitive Error Scale，石川・坂野，2003） 

③行動回避/行動活性：行動回避/行動活性を測る尺度として日本語版児童用 BIS/BAS 尺

度（小関・小関・中村・大谷・国里，2018） 

 

2-3 倫理的配慮 
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桜美林大学倫理審査委員会の承認（承認番号 20040）を受けた。 

 

3.3 結果 

完全回答を示した 102 名を分析対象とした。えているが、何故企業は評価制度と重要の

不安と「認知の誤り」の間に正の相関が得られた (r = .50，p < .01)。また，不安と「BIS」

の間にも相関が得られた(r = .65，p < .01)。さらに，「認知の誤り」と「BIS」の間に高

い正の相関が得られた(r = .74，p < .01)。 

 不安を従属変数，「認知の誤り」「BIS/BAS」を独立変数として重回帰分析を行った。結

果は「BIS」のみが不安と有意に関連していた。「BAS 報酬反応」および「BAS 駆動」や

「BAS 刺激追及」には不安に及ぼす影響は小さいことが示唆された。 

 

3.4 考察 

児童の不安と関連のある心理的変数として「認知の誤り」，「BIS」があげられ，不安に影

響が考えられる心理的変数として「BIS」があげられた。これらのことから，小学校高学年

の児童期に相当する児童の不安に影響を与えている心理的変数の同定が行われた。そのこ

とから，今後，児童に対する介入を行う際には認知の偏り，回避行動に焦点をあてた介入

を行うことが望ましいと考えられる。 

 

第４章 研究４ 高学年児童を対象とした集団不安予防プログラムの開発 

 

4.1 問題と目的 

研究４において，不安に影響を及ぼす心理的変数であると考えられている認知の偏りと

回避行動に焦点を当て，対処方法を習得することで，不安が高くなるリスクの予防を図る

ことを目的としたプログラムの開発と効果の検討を行う。プログラムの内容は、認知の偏

りを扱うもの、行動賦活を目的としたもの、問題解決の仕方を扱うものの３種類を作成し

た。本プログラムは不安低減を目的とするものではなく，不安に対して影響が考えられる

心理的変数の低減を行うことを目的としたものである。 

今後は昨今新型コロナウイルス感染症の流行により，大人数が一同に会する状況を確保

することが困難な場合や，学校部外者が校内に立ち入ることが困難である状況となりうる

ことが予想されるため，研究４の不安に対処する授業の実践と効果の検討においては，遠

隔地から授業を行った場合の効果と課題について検討を行う。 

 

4.2 対象者 

X 県の小学校に通う５年生３クラス 89 名，６年生３クラス 91 名を対象とした。 

対象は第３章「児童の不安に影響を及ぼす心理的変数の検討」において質問紙調査を

行った児童と同様であった。 

 

4.3 認知行動療法プログラムの概要 

4.3.1 実施期間 

実施期間は 2021 年９月であった。介入期間は１日であり，学活の時間を活用して行わ
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れた。１セッションあたりの介入時間は 45 分であり，１回のセッションで完結するプロ

グラム構成となった。 

介入前の調査時期は８月下旬，介入後の査定は介入直後の９月に行われた。 

 

4.3.2 プログラムの実施方法 

プログラム内容をビデオ録画し，小学校の各学級で放映する形式となった。  

PowerPoint の録画機能で授業において用いるスライドに研究実施者の姿を映し，児童

ができるだけ実際に授業を受けているような実感を持つことができるように配慮した。  

 

4.3.3 プログラムの内容 

本研究においては，不安予防への第一歩として，プログラムを行い，第３章で明らかと

なった不安に関連する心理的変数である認知の偏りや回避行動への対処法を学んでもらう

ことを目的としている 

プログラムの構成要素として，認知の偏りに対する介入として認知再構成法を用いたプ

ログラム，回避行動に対する介入として行動活性化療法を用いたプログラム，さらに，児

童は不安場面に対する解決方法が未学習である可能性が考えられることから，解決策の拡

充を目的として問題解決訓練を用いたプログラムをそれぞれ行った。 

これらのプログラムを各２クラスを対象に，クラスごとに実施し，それぞれのプログラ

ムの効果を検討する。プログラムの振り分けはランダムとし，各学年の１組が行動活性化

療法を用いたプログラム，２組が認知の偏りに対するプログラム，３組が問題解決訓練を

用いたプログラムといった形で行った。 

 

4.3.3.1 認知の偏りに焦点を当てたプログラム内容 

認知の偏りに対するプログラムは石川・坂野（2005）の行った不安症状を示す児童に対

する認知行動療法プログラムを参考とし，どのような状態像にある児童においても大半が

不安を感じると想定される日常生活場面を例に挙げた。例として，「友達にあいさつをした

のに，友達から返事がなかった場面」や，「友達と遊ぶ約束をしたが，詳細な日時を忘れて

しまった場面」を挙げた。そのうえで，不安場面に対する認知の多様性を持つことを目的

とし，不安な状況に対してさまざまな考え方ができることを理解，学習することを目指し

た。不安な状況に対して１つの考え方で対処を行うよりも，児童自身に適していて，かつ

さまざまな視点から状況を検討し，不安が和らぐような考え方をとることができるように

なることで，効果が現れるのではないかと考えられる。 

 

4.3.3.2 行動活性化療法を用いたプログラム内容 

行動活性化療法とは気分に従った受動的な行動や目標に沿った能動的な行動の随伴性

に敏感になり，患者自身が回避行動を減らし，正の強化子を受ける機会を増やしていくこ

とを目的としたものである（岡島・国里・中島・高垣，2011）。そこで，本研究においては

行動を起こすことで得られる正の強化を児童に示したうえで行動を起こすことの利点を伝

えるプログラムを行った。さらに，児童が不安を感じ，回避行動を起こしたくなるような

場面を提示し，児童自身にそのような状況においてどのように考え，どのような行動を取
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れば不安は低減するかを考えてもらうことで行動の定着を図った。 

 

4.3.3.3 問題解決訓練を用いたプログラム内容 

問題解決訓練とは，D’Zurilla & Nezu（1999）によれば，解決策の案出プロセスと解決

策の評価プロセスの変容を主たる手続きとした訓練であり，解決策の案出プロセスとは，

問題場面において個人がとりうる行動を検索する認知的処理のことである。解決策の評価

プロセスとは，結果予期や自己効力評価などによって，案出された解決策の中から実行す

るべきものを選択する認知的処理のことであるとしている。児童は不安に対する問題解決

スキルが未学習もしくは誤学習であることが考えられるため，不安場面において解決策の

案出を模索し，その中から効果的な対処法を選択することで不安が低減すると考えられる。

そこで，本研究では児童が不安を感じやすい場面を提示し，それに対する解決策の案出を

求めた。さらに，案出された解決策を児童自身で評価することで実行すべき行動を選定し，

適切な対処行動を身に付けることを図った。 

 

2-4 効果測定の指標 

① 不安症状：本研究の対象となる小学生の不安症状を測定することを目的として，子ど

も版特性不安尺度日本版 STAIC（曽我，1983） 

②認知の偏り：認知の偏りを測る尺度として児童用認知の誤り尺度  （Children’s 

Cognitive Error Scale，石川・坂野，2003） 

③行動回避/行動活性：行動回避/行動活性を測る尺度として日本語版児童用 BIS/BAS 尺

度（小関・小関・中村・大谷・国里，2018） 

 

2-5 倫理審的配慮 

桜美林大学倫理審査委員会の承認（承認番号 20040）を受けた。 

 

4.3 結果 

 3-1 分散分析の結果 

不安に対して有意な差異は認められなかった。二次の交互作用および三次の交互作用の

いずれも有意ではなかった。 

CCES で測定した認知の誤りを従属変数にした場合の結果として，時期×学年×介入内

容において交互作用が得られた。学年×時期の単純交互作用の結果，6 学年の介入後が有

意（p <.05）であった。次に，介入内容×学年において単純交互作用の検定の結果，行動

活性化療法を用いたクラスにおいて有意（p <.05）であった。 

BIS においては時期×学年×介入内容において交互作用が得られた。学年×時期の単純

交互作用の結果，6 学年の介入後が有意（p <.05）であった。次に，介入内容×学年におい

て単純交互作用の検定の結果，行動活性化療法を用いたクラスにおいて有意（p <.05）で

あった。 

 

3-2 感想シートの結果 

「③今日の授業の内容は，あなたの役に立ちそうですか？」に対して授業を受けた児童の
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90％を超える人数が「とても役に立ちそう」「少し役に立ちそう」と回答していた。さらに ,

「④今日の授業の内容は，ふだんの生活で使えそうですか？」に対しても 80％を超える児

童が「とても使えそう」「少し使えそう」を選択していた。 

 

4.4 考察 

結果として，不安低減に関する効果は得られなかった。しかしながら，本研究は不安の

リスク要因となる心理的変数に焦点を当て，それらへの対処方法を児童が学ぶことで不安

を予防することであった。そのため，児童が将来的に不安を感じた時に適切な対処を行う

ことができずに不安が高くなるリスクを防ぐことに焦点を当てていることを加味すれば，

本研究において不安の低減に対して効果が得られなかったことは妥当な結果だと考えられ

る。 

行動活性化療法を用いたクラスにおいて，５学年には効果が得られず，６学年のみに効

果が現れていた。６学年の行動活性化療法を用いたクラスにおいて，事前に行った質問紙

調査の尺度全てが他のクラスより点数が低かった。そのことから，６学年の行動活性化療

法を用いたプログラムを用いたクラスはもとより不安が低く，不安に対する回避傾向が低

い児童が多く集まっていた可能性が考えられる。そのことから，もとより不安傾向が低い

児童に対する効果は認められたものの，その他の児童に対する大きな効果は得られなかっ

たことが明らかとなった。 

次に，認知再構成法を扱ったプログラムを用いたクラスにおいて認知の偏りに対して効

果は得られなかった。今後は，基礎的な部分を丁寧に扱い，扱う要素を一つに留めること

で児童が十分に理解することが可能となり，効果が現れることが期待される。  

次に，問題解決訓練を行ったクラスにおいて，全ての尺度において効果は得られなかっ

た。この結果として，問題解決訓練変容のプロセスには時間がかかることが指摘されてい

た（高橋・小関・嶋田，2010）。本研究において解決策の案出と評価について焦点を当てた

プログラムを展開していたが，それだけではなく，不安な状態になった時や不安場面に直

面した際に即時的に用いることのできるリラクセーション方法を合わせて行うなど，すぐ

に実践可能な方法と問題解決訓練と併用したプログラムを行うことで効果が期待できたと

考えられる。 

研究２の現在までに小学校で行われている不安に対する取り組みについて課題として

般化の問題が挙げられていた。授業後の振り返りシートの結果，どのプログラムを用いた

クラスにおいて「④今日の授業の内容は，ふだんの生活で使えそうですか？」という質問

に対して「実際に使えそう」または「少し使えそう」を半数以上の児童が選択していた。

また，「⑤今日の授業の内容を，実際に使えそうな場面は思い浮かびますか？」という質問

に対しては半数以上が「いくつか思い浮かぶ」と答えていた。そのことから，授業内容を

児童それぞれが日常生活の中で用いることができそうであり，用いる具体的な場面を想像

できていたといえる。 

本研究の意義として，一つ目に遠隔実施において，認知の偏りや回避行動，BAS 報酬反

応に対する効果が見られたことは今後の研究にとって重要な知見となるものだと考えられ

る。 

二つ目に，１回 45 分で完結するプログラムにおいて効果が見られた。このことは大き
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な意義があるといえる。 

 

第５章 総合考察 

このような，不安に対する対処法を学ぶことができる予防的観点のプログラムの開発は，

児童期の不安に対する支援が必要とされながらも，有効な働きかけが数少ない事を踏まえ

れば，遠隔で実施が行われたことや少ない時間のなかで有効な対処法を学ぶことが可能と

なるため大きな意義をもたらすものであるといえる。一方で，実施形態についての制限な

ど，課題もみられた。本研究で明らかになった課題をもとに，映像を放映する学校側の負

担が少なく，研究実施者の意図を直接伝えることのできる講義形式で完結するプログラム

の開発や，プログラム中で用いられる概念を児童にとって親しみやすいものを扱うこと，

学んだ対処法を実際に生かすことができる場面の紹介といった改善が望まれる。 

今後は，今回の得られた有効性や課題を踏まえたうえで，さらなるプログラムの改良が望

まれる。 

 

、それには理由がある。評価制度は従業員の業績を改善し、そのうえに、企業の業績を

向上させる。この企業の業績を向上させる目的を前提として、評価制度はいろいろな方面

の変化が必要である。 

従業員は昇進や昇格を求めている。昇進・昇格に伴い、高い給与を得ることができる。

同時に、より大きな仕事が与えられる達成感や満足感もある。昇進や昇格を求めている同

時に各自の強み、弱みを診断し、能力向上にも支えることができる。特に近年、グローバ

ル化が浸透しつつあり、成果主義へと移行する傾向が出ている。個人が達成した結果によっ

て昇進・昇格を与えるケースもある。しかしその昇進や昇格を決めることは人事評価のひ

とつの役割である。もし評価制度に対して、従業員の不満の割合が高いとすれば、会社内

の昇進や昇格はうまく行かないであろう。 

人事評価は人を動かすための究極のマネジメント手段だと言われる。人事評価は、従業員

一人一人の能力や実績を明確に把握して、任用、給与などあらゆる人事管理の基礎 

理が行われる、適切な人事配置やメリハリのある給与処遇の実現に資することとなる。

同時に、人事評価は、従業員個人の強みを把握して、能力開発につなげる。先行き不透明

なビジネス環境の中で、持続的な成長の推進力を得るためには、評価者は人事評価制度へ

の理解を深めて、運用に習熟することが不可欠である。人は人を評価する、しかし人間の

主観を「ゼロ」にすることができない。したがって、評価者は会社のルールに従い、表面

的たいして、どのような改善すれば、人事考課制度はより健全できるかは課題である。人

事考課制度が機能不全に陥る理由は何か、企業理念や行動指針と評価要素をどう連動させ

るか、公平な評価運用をどう実現するか、
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